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１．東北電力株式会社女川原子力発電所二号機の再稼働にかかる早期理解表

明に関する請願について 

 

自由民主党・県民会議の佐々木幸士でございます。私から会派を代表し、請

願三七五の四、東北電力株式会社女川原子力発電所二号機の再稼働にかかる早

期理解表明に関する請願について、採択を求める立場から討論を行います。 

 女川原子力発電所は、昭和五十九年六月の営業運転の開始以来、本県はもと

より東北地方の全域へ電気を安定的に供給する拠点として大変重要な役割を果

たしてまいりました。 

 平成二十三年三月、東日本大震災では運転中の一号機、三号機及び起動準備

中の二号機はいずれも緊急停止し、それ以来、全機とも運転を停止していると

ころでありましたが、今年二月に二号機について原子力規制委員会から東北電

力に対し、原子炉施設の設置変更許可がなされました。この流れを踏まえ、政

府は再稼働の方針を決定し三月に経済産業大臣から村井知事に対し再稼働への

理解、その要請が示されました。 

 私からは、本議会に女川町商工会から提出されました請願に対し、次の三点

に基づき採択を求める利用を述べさせていただきます。 

 一点目は、社会的現実に基づいた国のエネルギー政策上の必要性でありま

す。 

 電気なくして私たちの暮らしや産業活動は成立しません。電気は最も重要な

エネルギーであります。電気の安定的供給を保つことは社会的使命であり、行

政に課せられた責任であると考えます。東日本大震災以降の原子力発電所の停

止に伴い我が国における電源構成は、平成三十年度には化石燃料由来の火力発

電が七七％、再生可能エネルギーが一七％、原子力が六％となっており、化石

燃料に大きく依存する状況が続いております。エネルギー自給率の点から見ま

すと、平成三十年度は一一・八％となりＯＥＣＤ三十五か国中、二番目に低い

水準まで低下しており、現在、我が国の安全保障はエネルギーの点においても

大変心もとない状況になっております。化石燃料そのものは世界の中でも社会

情勢が不安定な地域からの輸入に頼ることも多いため、これまで我が国の歴史

的背景からも価格が安定的に定まらず、価格の変動が日本経済のコストに転嫁

され国民生活に多大な影響を及ぼしてまいりました。実際、原子力停止分の発

電電力量を燃料輸入に頼る火力発電を大規模で炊き増ししているという事実が

あまり知られていないようであります。資源エネルギー庁によると、平成二十

五年度には年間三兆円を超える国富が海外に流出したとの試算データになって



おります。化石燃料由来の火力発電の依存率を下げることは国民生活の安定に

もつながると考えます。 

 また、昨年の台風十九号により丸森町などにおいては甚大な被害があった豪

雨災害は気候変動によるものであり、その原因には温室効果ガス排出による地

球温暖化が挙げられます。温室効果ガスの排出の主たる原因である化石燃料由

来の火力発電の依存率が高い今の状況は時代に逆行しており、将来に対しその

傷口を広げ続けていることを重く受け止めるべきであります。二酸化炭素の排

出のない再生可能エネルギーの導入は省エネルギーの努力とともに大変重要で

あります。再生可能エネルギーにおいては、どうしても面積当たりのエネルギ

ー密度が低いため、世界と比べ環境条件が不利な日本では国内産業を支えられ

るほどの安定的な主力電源としてはまだ期待できません。また、メガソーラー

と言われる太陽光発電においては、地域環境との折り合いが難しい事例も生じ

てきております。今後の普及には更なるコスト削減に向けた技術開発も必要と

され、再生可能エネルギーが今すぐ火力発電の代替電源とならないことも本討

論において確認させていただきたいと思います。 

 一方で、原子力発電は数年にわたって国内保有燃料だけで発電できる準国産

エネルギーであり、原子炉運転に伴う二酸化炭素の排出量はゼロであります。

国のエネルギー基本計画においても、原子力は価格や発電量も安定的に維持で

きるベースロード電源であると位置づけられております。再生可能エネルギー

の導入や省エネの拡大を図りつつ最適なエネルギーミックスによる電源構成を

保ち、原子力発電の社会的現実に基づいた必要性を十分に御認識いただき、当

面は原子力発電所の稼働が必要であります。 

 二点目は、安全を土台とする歴史に加えられた丁寧かつ地道な作業への信頼

であります。 

 原子力発電所の再稼働に当たっては、何よりも安全性が確保されていること

が大前提であることは言うまでもありません。 

 しかし、そもそも女川原子力発電所は、東日本大震災の折には発電所そのも

のが地域住民の避難場所として活用され、多くの被災者を収容し社員が炊き出

しを行うなどして住民の安全を確保した場所でもあります。女川原子力発電所

と福島第一原子力発電所における被害の明暗を分けたものは、津波の高さの想

定と言われております。昭和四十三年、女川原子力発電所の建設に際し国が想

定した津波の高さが三メートルとしている中で、女川原子力発電所は東日本大

震災において十三メートルを超える津波被害に遭ったにもかかわらず、電源を

喪失せず、冷温停止することにより安全が確保されたのは、立地、設計に当初

から携わり、後に東北電力の副社長に就任した平井弥之助氏の功績が大きいと

されております。平井氏は常々、「技術者には法令に定める基準や指針を超え



て結果責任が問われる。」と語り、地域の歴史に学び先人の教訓を尊重とした

地元宮城県の技術者の見識に基づき、国の基準に甘んじることなく一人強硬に

十五メートルの高さを主張し、その提言を受け入れた東北電力の英断があった

からこそ女川原子力発電所は事故を起こすことなく、地域住民を救うことがで

きたのであります。 

 そして本年の二月、原子炉施設の設置変更許可がなされました。この許可は

東日本大震災における東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、政府か

ら独立した原子力規制委員会が設置され、事故の教訓のほかＩＡＥＡ国際原子

力機関や諸外国の規制基準なども勘案の上、バックフィットをはじめとする世

界で最も厳しい水準の新規制基準に基づくものであります。この許可に至るま

でには、令和元年十一月二十七日、審査結果案を取りまとめるまで六年二か月

にわたり、審査会合百七十六回、現地調査八回、ヒアリング五百九十八回を実

施。その後の審査書に対する科学的・技術的意見の募集を経て、原子力規制委

員会から設置変更許可の了承に至るという関係する皆様の丁寧かつ地道な作業

が積み重ねられてまいりました。国の責任において自然災害にとどまらずテロ

対策や苛酷事故想定なども十分に考慮した極めてハードルの高い厳しい基準と

なっており、想定し得る最大限の安全性評価がしっかりと行われたものと受け

止めております。安全を土台とする歴史に更なる安全を求め技術と英知を結集

させた不断の努力を信頼しながら、官民共々で電力の安定供給に尽くしていく

ことが県民へなすべき宮城県議会の責務であります。 

 三点目は、県として女川町・石巻市両地域の思いに寄り添う責任でありま

す。 

 女川町、石巻市の両議会で女川原子力発電所二号機の再稼働を求める陳情が

賛成多数で採択され、電源立地市町の議会としての意思が示されました。これ

は社会情勢を鑑みながらも熟慮を重ねた大変重い決断であったと考えます。両

地区とも女川原子力発電所が立地して以降、関連企業の雇用はもとより関係者

の往来により、地域の宿泊事業者をはじめ飲食・小売業者など幅広い分野にわ

たり地域経済に波及し、その好循環に長年支えられてきました。 

 しかし、東日本大震災大震災によりまちそのものが甚大な被害を受けた両地

区は、経済基盤としてきた水産業や水産加工業をはじめ多数の企業が被災し、

多くの人々の雇用が失われるとともに急激な人口減少が生じ復興もいまだ道半

ば、厳しい道のりを歩んでおります。 

 両議会が下した決断は、そのような中で地元の未来と地域を守る責任から下

した決断であり、県はその地域の思いに寄り添う責任があると考えます。 

 また、全国の原子力発電所の停止と再稼働への厳しいハードルには、福島第

一原発の厳しい被害状況が背景にあります。 



 しかし、福島第一原発のあの被害が起きるまでは、全国の原子力発電所は地

元の地域と私たちの暮らしを支えてきたことも紛れもない事実としてありま

す。その事実がなかったかのように福島第一原発の被害状況をイコール原子力

発電の全てと位置づけ、人々の思いを善と悪かのように二択に分断する議論

は、宮城県の安定的な電力供給、強いては県民の暮らしと命を守るためにもこ

の再稼働を機にやめるべきであります。理想だけに偏ることなく、エネルギー

バランス、自然環境への配慮、地域の歴史や特性、それぞれの現実に目を配り

ながら今できる最善の策を模索し、次の世代に託す今を生きる者の責任として

県民生活の安定のために尽くすべきであります。女川町や石巻市の皆様も長い

地域の歴史の中でその恩恵を受け自分たちのまちで生活をしてきました。その

ことについて、住民が感謝することをはばかられるような風潮やこのたびの両

地域が下した決断に宮城県の一地域として、肩身の狭い思いをするようなこと

があっては決してありません。そのためにも県が何よりも率先し、この二つの

地域の思いに寄り添う立場であることを鮮明に示すべきであります。 

 最後に、このたびの定例会の議論の中で原子力災害時の避難計画の実効性に

ついての御指摘もございました。原子力防災体制への備えについては終わりや

完璧はなく、今後とも国、県、市町、それぞれの役割の下、継続的に改善を続

けていくことが必要であります。これは原子力防災だけが特別にそうあるので

はなく全ての防災に一貫して通じるものであると考えます。 

 また、使用済燃料の取扱いや高レベル放射性廃棄物の最終処分場の選定につ

いての課題も指摘されておりますが、将来的に国が全ての電気事業者とともに

主体的に解決していく必要があります。このたびの採択は、将来的に原子力発

電への依存度を可能な限り低減していく在り方や原子力災害時における避難計

画の充実・強化、住民の不安を解消するための防災道路の整備や拡充などその

熟議の始まりと捉えるべきであります。本議会といたしましても採択すること

が現時点で取り得る最善の選択肢と捉え、その意思を明らかにすべきでありま

す。 

 以上、議員各位の御理解と御賛同をお願い申し上げ、私の採択の賛成を求め

る討論とさせていただきます。 

 御清聴誠にありがとうございました。 


